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ＤＶ被害者等を施設に入所させることで安全確保及び生活支援を図る。
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ひとり親家庭の自立を促進する。

事
業
費
・
財
源

細事業：母子自立支援事業 04事業
優先順位

事業
実施主体

事業開始
年　　　度

根拠
法令

整理
番号

事業費 総コスト

人件費

公債費財
源
内
訳

内
訳

平成25年度 平成24年度 比　較 平成25年度 平成24年度 比　較

目

的

妥当性 効率性 有効性評

価

今
後
の
方
向
性

職員数

再任用職員数

2

直営 平成15年度以前 母子及び寡婦福祉法

ひとり親家庭の父母

プログラム策定件数を増やし就労支援の充実を図る。
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細事業：母子生活支援施設入所事業                  

１．母子保護の実施 

児童の福祉を図ることを第一義的な目的とし、死別、離婚、遺棄等による母子家庭や夫の暴力等によって家出を

し、婚姻の実体が失われている家庭が、経済的困窮や精神的不安定による生活破綻の恐れを持つ場合等に、相談を

受け母子保護の実施を行った。 

新規入所件数 延べ入所人員 入所措置費 

1件 21人 1,869,251円 

細事業：母子自立支援事業                      

１．母子自立支援員事業 

ひとり親家庭の父母等の自立のために、離婚、生活での困り事、生活設計、資格取得、就労等について、また母

子福祉資金の貸付について週 5日母子自立支援員が相談を受けた。 

なお、相談件数は、289件、延べ 918回であった。 

 

２．母子家庭自立支援教育訓練給付事業 

(1) 教育訓練給付金 

母子家庭の母が自立のために雇用保険制度の教育訓練給付の対象となる講座等を受講した場合、講座終了後

に受講料の 2割相当額【上限 10万円､下限 4千円】の補助を行い、自立の促進を図った。 

支給人数  2人 支給金額   40,800円 

 

(2) 母子家庭高等技能訓練促進費 

①高等技能訓練促進費 

母子家庭の母が看護師等の資格を取得するため 2年以上養成機関で修業する場合、資格取得を支援するた

め 3年を上限とし、受講期間の全期間について訓練促進費を支給し、生活費の負担軽減を図った。 

支給者数  8人 支給金額 8,676,000円 

②入学支援修了一時金 

上記の養成機関で修業を開始し、所定の課程を修了した者に 50,000円（市民税課税世帯は 25,000円）を

支給し、入学金の負担軽減を図った。 

支給対象者数  2人 支給金額   75,000円 

 

３．母子自立支援プログラム策定事業 

個々の実情に応じて、自立に向けてどのようなステップを踏んでいくかについて計画をつくり、ハローワークと

タイアップしながら、就労につなげていく母子自立支援プログラム策定事業に取り組んでおり、その実績は以下の

とおりである。 

支援内容別 ハローワーク連携 資格・技能習得紹介 一般職業相談 合計 

策定件数 15件 25件 22件 62件 

うち就職件数 10件 12件 15件 37件 

 

４．母子家庭等日常生活支援事業 

 本年度のヘルパー派遣実績は、次表のとおりであった。 

派遣世帯数  1世帯 派遣回数  4回 

 

 


